
参加無料
(事前予約申込制)

愛媛県中小企業団体中央会
新春セミナー

中小企業をいかに捉えるべきか、
中小企業政策への示唆

1944年生まれ。慶應義塾大学経済学部卒、東京都立大学大学院社会科学研
究科修士課程修了。元嘉悦大学ビジネス創造学部教授、元専修大学商学部教
授。特定非営利活動法人アジア中小企業協力機構理事長（2017年6月8日）。
博士（経済学）。
《専門》
中小企業論（理論、歴史）、中小企業政策論、アジア中小企業論。中小企業
の取材に基づく理論構築を得意としている。
《主な業績》
『複眼的中小企業論～中小企業は発展性と問題性の統一物～第2版』（単著、
同友館 2018年）、『独立中小企業を目指そう』（単著、同友館、2015年）『中
小企業が市場社会を変える』（編著、同友館 2014年）、『21世紀中小企業論
第3版』（共著、有斐閣、2014年）、『中小企業政策』（単著、日本経済評論社、
2006年）、「温州産業の原蓄過程：情報による下からの資本制化と企業の階層
分解」（単著、三田学会雑誌96巻4号、2004年）、『中小企業政策の総括と提
言』（単著、同友館、1997年）

講師プロフィール

［日 時］令和 年 月 日

［場 所］ANAクラウンプラザホテル松山 南館２F サファイアルーム

(愛媛県松山市一番町3-2-1) オンライン開催のみ

火 13:30～15:00

～アトキンソン氏の中小企業再編成論を題材に～

国の成長戦略会議で影響力を増すアトキンソン氏の「中小企業再編成論」に対し、

中小企業の経済的役割や社会的役割から具体的にその必要性を説く。

今後の中小企業政策を知るためにも中小企業経営者必聴のセミナーです。

中小企業は本当に必要ないのか！

特定非営利活動法人 アジア中小企業協力機構理事長

黒瀬 直宏 氏 (くろせ なおひろ)



令和３年度中小企業連携人材育成推進事業

『中小企業をいかに捉えるべきか、中小企業政策への示唆』

参加申込書

組合(企業)名

住 所

T E L

メールアドレス（必須）

連絡担当者

役職・氏名

役職・氏名

送付先 愛媛県中小企業団体中央会 振興部 鎌倉宛
〒791-1101 愛媛県松山市久米窪田町337番地１ テクノプラザ愛媛３階

FAX:089-975-3611
Mail:kamakura@bp-ehime.or.jp

※申込締切 令和４年１月２０日 (木)


